













































The study of infrastructure finance

























































































































［約 40 万橋注）（橋長 2m 以上の橋約 70 万のうち）］ 約 18% 約 43% 約 67%
トンネル［約 1 万本注）］ 約 20% 約 34% 約 50%
河川管理施設　（水門等）［約 1 万施設注）］ 約 25% 約 43% 約 64%
下水道管きょ［総延長：約 45 万 km 注）］ 約 2% 約 9% 約 24%





・国管理の施設のみ。建設年度が不明な約 1,000 施設を含む。（50 年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度が
不明な施設は約 50 年以上経過した施設として整理している。）






















































































































































































































て い る。 そ こ で、CPS（Cyber Physical 



















































































Real Estate、PRE）が約 590 兆円と企業不
動産を上回る規模にある 1。また、公的不
動産のうち、地方公共団体が所有する不動









































































































































































































































































































れ た TMK（Tokubetu Mokuteki Kaisya、
































GK-TK ス キ ー ム は、 図 3 － 4 の と お り











































































（2）政府による PPP ／ PFI 支援方針
① PFI 法の制定、施行





























































スをもたらす、として、今後 10 年間に 12










は、PPP ／ PFI を積極的に活用すること
が決定された
③ PFI 法の対象施設と PFI 事業


















　なお、2011 年の PFI 法改正では、次に












































































































































































































































　PFI の分野別実績をみると、表 3 － 1 の
ように、学校や文化施設等の教育・文化関


























































































































































































































































権利の対抗要件となる（第 10 条の 14）。
表 3－ 2　公共施設等運営権制度と指定管理者制度との比較බඹ᪋タ➼㐠Ⴀᶒไᗘ ᣦᐃ⟶⌮⪅ไᗘ
ἲᚊ 㹎㹄㹇ἲ ᆅ᪉⮬἞ἲ᪋タ 㹎㹄㹇ἲ࡛ᐃࡵࡿබඹ᪋タ➼ ᆅ᪉⮬἞ἲ࡛ᐃࡵࡿබࡢ᪋タ⟶⌮⪅ ᅜࠊᆅ᪉බඹᅋయࠊ⊂❧⾜ᨻἲேࠊබඹἲே ᆅ᪉බඹᅋయ஦ᴗ⪅⠊ᅖ ἲே ἲேࡑࡢ௚ᅋయ㸦ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲேࡣ㝖ࡃ㸧㑅ᐃ බເࡢ᪉ἲ➼ࢆཎ๎࡜ࡋ࡚ࠊ౯᱁ࠊࢧ࣮ࣅࢫࡢ㉁➼ࢆホ౯ࠊ㑅ᐃ
⾜ᨻฎศ࡜ࡋ࡚ᣦᐃࠋࡋࡓࡀࡗ࡚ࠊධᮐࡢᑐ㇟࡜࡞ࡽ࡞࠸
ἲⓗᛶ᱁ ࡳ࡞ࡋ≀ᶒ ⾜ᨻฎศ࡟ࡼࡿ⟶⌮ࡢໟᣓⓗጤ௵ᩱ㔠 タᐃ ஦ᴗ⪅ࡀᐃࡵ࡚⟶⌮⪅࡟ᒆฟࡿ ᣦᐃ⟶⌮⪅ࡀᐃࡵ࡚ᆅ᪉බඹᅋయࡢᢎㄆࢆཷࡅࡿ཰ཷ ஦ᴗ⪅ࡀ⮬ᕫࡢ཰ධ࡜ࡋ࡚཰ཷ 㐺ᙜ࡜ㄆࡵࡿ࡜ࡁࡣᣦᐃ⟶⌮⪅ࡢ཰ධ࡜ࡋ࡚཰ཷࡍࡿࡇ࡜ࡀ࡛ࡁࡿ


























































⑤ 2015 年の PFI 法改正







































⑥ PPP ／ PFI 推進アクションプラン
a. PPP ／ PFI 推進アクションプランの制
定
　民間資金等活用事業推進会議は、2013
年に「PPP ／ PFI の抜本改革に向けたア
クションプラン」を定め、2013 年度から
2022 年度までの 10 年間に 10 ～ 12 兆円の
PPP ／ PFI の事業規模を達成することを


















































ⅲ地域の PPP ／ PFI 力の強化













PPP ／ PFI 推進アクションプラン（平成
29 年改定版）を決定、公表した 13。


























　 な お、MICE と は、 企 業 等 の 会 議





































































   取扱貨量の増加
・東北地方の復興と発展の











































間は 2016 年から 44 年間で、運営権対価等
は、関西エアポート（株）が着陸料・商業
売上等の空港運営収入から毎年度支払うこ


















































































































































表 3－ 3　海外におけるインフラ事業への民間参入例ಅᆔ ӋλʙಅᎍᲢ̊Უ ӋλʙಅǤȳȕȩᢃփಅ ᲢᆰลŴ൦ᢊሁᲣ 
#&2Ტ#GTQRQTVUFG2CTKUᲣᲢȑȪᆰลπׇᲴʿᲣ ʿ׎ϋɼᙲᆰลƷ˂ŴǮȋǢŴȢȸȪǷȣǹŴȨȫȀȳሁෙٳᡦɥ׎ɼᙲᆰล7PKVGF7VKNKVKGU ᲢȦȊǤȆȃȉȷȦȸȆǣȪȆǣǺᲴᒍᲣ ᒍ׎ȷɥɦ൦ᢊʙಅ 
࡫ᚨಅ 
(GTTQXKCN ᲢȕǧȭȓǢȫᲴǹȚǤȳᲣ ᒍ׎ȷȭȳȉȳȷȒȸǹȭȸᆰล഑߸᳽ǫȊȀሁ᭗ᡮᢊែሁٶૠ#DGTVKUᲢǢșȫȆǣǹᲴǹȚǤȳᲣ ᒍ׎ȷȭȳȉȳȷȫȸȈȳᆰล഑߸ϋ᭗ᡮᢊែሁٶૠ$CNHQWT$GCVV[ᲢȐȫȕǩǢȓȆǣᲴᒍᲣ  ᒍ׎ȷǨǯǻǿȸᆰลᒍ׎ȷ/#ᢊែ*QEJVKGH#KTRQTVᲢțȕȆǣȕᲴ཯Უ ǮȪǷȣȷǢȆȍᆰลŴȏȳǬȪȸȷȖȀȚǹȈᆰลሁᢃ᠞ಅ  5VQDCTVᲢǹȈȐȸȈᲴᒍᲣ ᒍ׎ȷǵǦǹǨȳȉᆰล 
ɧѣငಅ  2GGN)TQWRᲢȔȸȫᲴᒍᲣ ᒍ׎ȷȪȐȗȸȫᆰล2GTTQP)TQWRᲢȚȭȳᲴᝍᲣ ᝍ߸ϋᙐૠᆰล 
᣿ᗡಅ 
)+2
)NQDCN+PHTCUVTCEVWTG2CTVPGTUᲢǸȸǢǤȔȸᲴ቟Უ ᒍ׎ȷǬȈǦǣȃǯᆰลŴȭȳȉȳȷǷȆǣᆰลሁ*CUVKPIU(WPFU/CPCIGOGPVᲢȘǤǹȆǣȳǰǹ᳽ȕǡȳȉ᳽ȞȍǸȡȳȈᲴᝍᲣ ᝍ߸ϋᙐૠᆰล/CESWCTKGᲢȞȃǳȸȪȸᲴᝍᲣ ᝍ߸ȷǷȉȋȸᆰลŴ഑߸ϋᆰลሁٶૠ቟׎ȷஊ૰ᢊែǷǫǴǹǫǤǦǧǤሁᙌᡯಅ  $QODCTFKGTᲢȜȳȐȫȇǣǢᲴǫȊȀᲣ ᒍ׎ȷȭȳȉȳעɦᤧᐯ඙˳Ј᝻˟ᅈȷπᅈ  /#)














































（6）日本の PPP ／ PFI の状況
　1999 年の PFI 法（民間資金等の活用に
よる公共施設等の整備等の促進に関する法
律）の制定以降、逐年、PFI の事業数と事






















図 3－ 13　PFI の事業数と事業費
（注 1）事業数は、内閣府調査により実施方針の公表を把握している PFI 法に基づいた事業の数であり、サービス提供期間中に契
約解除又は廃止した事業及び実施方針公表以降に事業を断念しサービスの提供に及んでいない事業は含んでいない。
（注 2）契約金額は、実施方針を公表した事業のうち、当該年度に公共負担額が決定した事業の当初契約金額を内閣府調査により
把握しているものの合計額であり、PPP/PFI 推進アクションプラン（平成 29 年 6 月 9 日民間資金等活用事業推進会議決定）に
おける事業規模と異なる指標である。
（注 3）グラフ中の契約金額は、億円単位未満を四捨五入した数値。
（注 4）これまで平成 24 年度以前の数値は一部の事業（BT 方式、DBO 方式、施設整備費を一括で支払う事業）を含めていなかっ
たが、今次集計より平成 25 年度以後の数値との統一を図り、修正を行った。
（出所）内閣府民間資金等活用事業推進室「PFI の現状について」2016.5 p3










































































































































































CP は、イギリスの PFI のノウハウを生か
して導入されたものである。
　このうち、DSP の手法は次の 4 つに分
類される。





































































































































































































































































PFI 事 業 の LCC ＜ PSC ⇒ PFI 事 業 に
VFM がある。




　PSC ＝ PFI 事 業 の LCC で あ っ て も、
PFI 事業の公共サービス水準の向上が期待
できる⇒ PFI 事業に VFM がある。
　PFI 事 業 の LCC ＞ PSC で あ っ て も、
PFI 事業でその差を上回る公共サービス水








上で PSC と PFI 事業の LCC をそれぞれ算
図 3－ 16　ＶＦＭ




















































⑤ PFI 事業の LCC の算定




































　PSC と PFI 事業の LCC を比較する場合









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1　The White House Office of the Press 
Secretary” President Trump is Working to 
Rebuild our Nation's Infrastructure” 2017.2.28
　この演説の中で、トランプ大統領は次のよう
に述べている。
“To launch our national rebuilding, I will be 
asking the Congress to approve legislation 
that produces a $1 trillion investment in the 
infrastructure of the United States -- financed 
through both public and private capital --- 
























































































23　 同 上 p18　 原 典、Water guide.org.uk
“Water Industry Regulators” Department 
for Environment Food & Rural Affairs 2015、














30　同上 pp7 － 8
31　同上 pp9 － 10
32　福島 隆則、小塚 真弓「公共インフラファ
イナンスの新潮流」BusinessTrend みずほ証券
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